
１ 自治体概要

都道府県名 大阪府

市町村名 高槻市

人口（令和４年度末時点） ３４８，０２０人

世帯数（令和４年度末時点） １６４，４９４世帯

面積 １０５．２９㎢

高齢化率（令和４年度末時点） ２９．３％

本市においては、高齢者・障がい者・児童などの制度や分野の枠を超え、人と人、人と社会

がつながり助け合う「地域共生社会」の実現に向けて、令和３年度を始期とする第４次高槻市
地域福祉計画・地域福祉活動計画を社会福祉協議会とともに策定し、誰もが地域で孤立せず
に安心して暮らせるよう、包括的な支援体制の整備を目指し、同計画に基づく取組を推進して
おり、これまで以上に市と社会福祉協議会、各種相談支援機関や地域の各種団体が連携を
深めるとともに、これらの取組をより具体化していくものとして、令和５年度より重層的支援体
制整備事業を実施する。

２-１ 事業実施に当たって



地域共生社会の実現

２-２ 目指すべき姿・概念

上位概念（目指すべき姿・理念）

包括的な支援体制の整備

高槻市に住むすべての人々が、
夢を育み、安心して暮らせる
自治と共生のまちづくり

具体的手法 重層的支援体制整備事業の実施

中位概念（目標・方針）

＜第４次高槻市地域福祉計画・地域福祉活動計画の基本理念＞
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３ 主な取組事項 （①包括的相談支援事業の実施イメージ）

地域の窓口

どの窓口でも分野を問わず一旦は相談を受け止め、専門分野につなぐ断らない相談体制

●高齢者相談支援
・地域包括支援センターの運営事業
●障がい児者相談支援
・障がい者相談支援事業
●生活困窮者相談支援
・生活困窮者自立相談支援事業

障がい児者相談支援事業所障がい



●所管する各分野の相談支援機関（地域包括支援セ
ンター、障がい児者相談支援事業所、くらしごと
センター）間の連携支援（チーム支援）の調整

●子ども分野との連携支援（チーム支援）の調整

●子ども分野内の連携・調整
●高齢・障がい・生活困窮分野との連
携支援（チーム支援）の調整

３ 主な取組事項 （②包括的相談支援事業実施者間の連携強化・円滑化を図る手法）

高槻モデル
（イメージ）

世帯全体の課題把握と断らない相談を目指すにあたり、「相談連携推進員」を各相談関
係課に配置（※連携担当職員として「兼任」配置）し 、関係課間および地域包括支援セン
ターなどの各分野の相談支援機関間の円滑な連携を図る。

福祉相談支援課
子育て総合支援センター

保育幼稚園事業課

子ども保健課

高齢・障がい・生活困窮分野 子ども分野

多機関協働事業（インフォーマルを含む複合課題や制度の狭間の課題等）

共管事項

●包括的相談支援事業については、４分野（高齢・障がい・
困窮・子ども）間の連携で原則完結するよう解決を試みる。
●上記で解決が困難な場合、また他分野やインフォーマルを
含む複合課題等について、多機関協働事業につなぐ調整を
行うとともに、自らも同事業で実施する「重層的支援会議」
等に参画する。
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〇つなぎ（調整依頼）・連携
〇「重層的支援会議」等への参画
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※なお、各分野の相談支援機関の連携を促進（連携先を明確化）するため、相談支援機関一覧を作成し窓口配架するほか、各分野の
相談員に対する合同研修会や意見交換会など、顔の見える関係づくりを行う。
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推進員

推進員
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地域の窓口
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３ 主な取組事項 （③多機関協働事業の実施イメージと包括的相談支援事業等との相関性）

●高齢者相談機能
●障がい児者相談機能
●生活困窮者自立相談機能

福祉相談支援課

地域包括
支援センター

障がい児者
相談支援事業所

高齢

障がい

住民

くらしごとセンター

子育て支援センター
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アウトリーチ等継続支援事業 参加支援事業

インフォーマル事業・取組社協
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●利用者支援（基本型）

●利用者支援（特定型）

●利用者支援（母子保健型）
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多機関協働推進会議

市

高槻市社会福祉協議会（社協）

会議体の設置

◆会議の運営・ファシリテート
◆支援プランの協議・作成等
➡支援関係機関の役割分担
方向性の整理
チーム支援の実施等

包括的相談支援事業の４分野
（高齢・障がい・困窮・子ども）

消費生活
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◆支援会議（社福法第106条の6）の機能（本人の同意がないケース）
・気になる（支援の必要性が疑われる）事案の情報提供・情報共有
・見守りや支援方針の検討
・緊急性のある事案への対応

●重層的支援会議の機能（本人の同意があるケース）
・支援プランの作成・適切性の協議・共有
➡チーム支援の実施
・プラン終結時等の判断・評価
・社会資源の充足状況の把握・創出に向けた検討

➡本人の同意が取れない段階では「支援会議（※守秘義務を法定）」で情報共有や見守り（支援）
体制を検討し、同意が取れれば「重層的支援会議」でプランを協議する。

［構成メンバー］社協（多機関協働コーディネーター）
市（各相談支援関係課に配置する相談連携推進員）
包括的相談支援事業実施者におけるケース担当職員
その他支援に必要な分野の専門支援機関等
民生委員児童委員など地域の関係者

※コーディネーターが案件に応じて、上記のメンバーの出席等を調整する。

多機関協働推進会議

課
題

潜在的

表面的

※アウトリーチ事業、
参加支援事業の活用
等も検討。

社福法第106条の6で新たに規定された「支援会議」と重層的支援体制整備事業で必置とされる
「重層的支援会議」の両機能を包含する多機関協働推進会議を新たに設置する。

高槻モデル
（イメージ）

３ 主な取組事項 （④重層的支援会議の実施イメージ）



【ひきこもり支援等に係る
ネットワークの整備】

高槻市社会福祉協議会
コミュニティソーシャルワーカー

（CSW）

参加支援事業実施者

多様なニーズに対応した
新たな社会資源づくり

【参加支援事業の対象者】
社会とのつながりが薄く、既存の取組では
対応できない狭間のニーズを抱える人
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３ 主な取組事項 （⑤参加支援事業の実施イメージ）

フォローアップ

ニーズと支援メニューとの調整・マッチング



世代や属性を超えて
交流できる場・居場所の確保

＋

３ 主な取組事項（⑥地域づくり事業の実施イメージ）

障がい分野

高齢分野

子ども分野

【分野・属性・世代を
問わない集いの場】

ふれあい喫茶 など

地域づくりの各分野の事業拠点等

困窮分野等

福祉・医療、まちづくり、商工、教育、環境、趣味など

高齢者生活支援ネットワーク協議会等の
各分野におけるネットワークや地区の
福祉活動計画策定の場等を活用・拡充

地域の住民・各種活動団体、
ボランティア、ＮＰＯ、
民間事業者などの

多様な主体の参画・連携

多様な主体・社会資源による
プラットフォーム

居場所・交流・参加・学びの機会の創出
➡社会参加による孤立の防止、様々な担い手間の出会いと新たな活動等の創出、

地域活動の活性化、支え合い等の促進
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高槻市社会福祉協議会

地区担当職員、CSW など

必要に応じて分野間連携

連携・調整

各拠点において
世代間交流等を

実施

生活支援コーディネーター（市委託）

●社会資源の把握
●住民と活動や資源
をコーディネート


